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住民参加・住民投票制度を考える
2022年11月12日土

参加費無料
事前申込不要

オンライン（Zoomウェビナー）で実施

14:00-16:30
実施当日に、立正大学公式ホームページ トップページの
当シンポジウムのバナーをクリックして、移動先のページ
から参加用URLをクリックしてご参加ください。



　住民投票制度研究の「中間まとめ」に向けたシ
ンポジウム…わが国における住民投票制度の歩み
の中で、画期的な意味を持つのが、1996年に実
施された2つの住民投票、すなわち新潟県西蒲原
郡巻町（当時）の《原子力発電所建設をめぐる住民
投票》および沖縄県の《日米地位協定の見直し・基
地の整理縮小に関する住民投票》である。いずれ
も独自の単発条例に基づくもので、それ以前に実
施された住民投票が法令（例えば、町村警察の廃
止に関する住民投票は当時の警察法40条以下）に
根拠を持っていたのと対照的であった。その1996
年から数えると、本年は26年目、つまりほぼ四半
世紀が経過することになる。この間、条例数の増
加は当然のこととして、実施例も増え、外国の制
度との比較を含む研究の蓄積も見られる。特に注
目すべきは、いわゆる「個別型・重要争点型」だけ
でなく、あらかじめ住民投票の一般的制度化をは
かり、要件をみたせば当該条例に基づいて住民投
票を実施することができる「常設型・一般的制度型」
の条例が、愛知県高浜市条例（2000年制定）を皮
切りに定められるようになったことである。
　このシンポジウムでは、①住民投票をめぐる今日
までの四半世紀の状況をどう見るか、②これからど

のような方向に進むべきと考えるか、③その際、
韓国のように、「法律によって住民投票の一般的
制度化をはかるべきか否か」、④その他韓国の経
験から学ぶべき事は何か、⑤住民投票を自治体職
員の目から見るとどのような課題があるか、等々、
自由にお話しいただきたいと思います。
　ちなみに、基調講演をされる武田真一郎・成蹊
大学法学部教授は、ご専門は行政法ですが、売
れっ子の住民投票制度研究者でもあり、単著『吉
野川住民投票―市民参加のレシピ 』（2013年、東
信堂）などの業績があります。また、申龍徹・山梨
県立大学教授は、日韓両国の公務員制度・住民
参加・住民投票などの専門家であり、山口道昭教
授は、広く地方自治・自治体政策法務などに通じ
たわが法学部のエースです。
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12）年４月から東北大学大学院法学研究科教授、2019（平成31）年
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